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１ 本書は四半期報告書を金融商品取引法第27条の30の２に規定する開示用

電子情報処理組織(EDINET)を使用し提出したデータに目次及び頁を付して

出力・印刷したものであります。 

２ 本書には、上記の方法により提出した四半期報告書に添付された四半期

レビュー報告書及び上記の四半期報告書と同時に提出した確認書を末尾に

綴じ込んでおります。 
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第２ 【事業の状況】 

販売実績 

当第2四半期連結会計期間における販売実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。 
  

 
(注) １ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

    ２ 主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合。 

 
  

  

２ 【事業等のリスク】 

 前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更は下記のとおりであります。

(1) 短期のレンタルスタジオ事業については、当事業年度の３月にて主要な取引先である日本テレビ放送網

㈱との年間レンタル契約が終了したことにより、今後のテレビ局等の景況に、より大きく影響されるリスク

があります。 

(2) 長期賃貸借契約のスタジオ事業については、賃借人の経営方針によっては、契約内容が変更されるリス

クがあります。 

  

該当事項はありません。 

  

１ 【生産、受注及び販売の状況】

 区分 金額(千円）

 映像事業

  ドラマ番組 307,340 

   情報番組及びCM・PR映画 12,310 

  コンテンツ販売 61,353 

 計 381,003 

 スタジオ経営事業

   スタジオ賃貸 182,704 

   スタジオレンタル他 96,032 

 計 278,736 

 合計 659,740 

相手先

当第2四半期連結会計期間

販売高(千円) 割合(％)

東海テレビ放送㈱ 251,340 38.1 

関西テレビ放送㈱ 87,565 13.3 

㈱TBSテレビ 83,854 12.7 

３ 【経営上の重要な契約等】

─ 4 ─



  

(1) 経営成績の分析 

当第2四半期連結会計期間(平成21年5月1日～平成21年7月31日)における我が国の経済は、輸出や生産とい

った一部に回復の動きが見受けられるものの、依然として企業収益や設備投資に加え雇用情勢が悪化するな

ど、厳しい経済不況が継続しております。当社グループの属する映像制作業界におきましては、放送業界全

体が低迷する中、経営環境は一段と悪化しております。  

 このような状況の下、当社グループにおいては事業の2大柱である映像事業、スタジオ経営事業ともに、

テレビ局よる経費削減の影響を強く受けております。中でも日本テレビ放送網㈱との年間レンタル契約が本

年3月に終了したことによる自主運営の短期レンタルスタジオ事業の減収減益がグループ全体に大きく影響

し、受注確保の営業努力やコスト低減努力により補うには至りませんでした。  

 これらの結果、当第2四半期連結会計期間の売上高は659百万円、営業損失は16百万円、経常損失は23百万

円となり、特別利益として受取保険金を40百万円計上したことにより四半期純利益は6百万円となりまし

た。 

  

(2) 財政状態の分析 

当第2四半期連結会計期間末の総資産は、前連結会計年度末に比べて141百万円減少し、6,992百万円とな

りました。これは主に、仕掛品の増加と現金及び預金、売掛金、有形固定資産の減価償却等による減少の差

額によるものです。負債は、前連結会計年度末に比べて149百万円減少し、4,596百万円となりました。負債

の減少額の主なものは、長期借入金及び長期預り保証金の減少によるものです。  

 また株主資本は、利益剰余金の増加により1,775百万円となり、これらの結果、自己資本比率は34.3％、1

株当り純資産額は203円60銭となりました。 

  

(3) キャッシュ・フローの状況 

当第2四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、第1四半期連結会計

期間末と比べ9百万円増加し342百万円となりました。  

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

当第2四半期連結会計期間において営業活動の結果得られた資金は69百万円となりました。これは主として,

仕入債務の減少63百万円等による減少がありますが、減価償却費の増加46百万円、売上債権の減少30百万円

等による増加があったことによるものです。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

当第2四半期連結会計期間において投資活動の支出は有形固定資産の取得によるものです。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

当第2四半期連結会計期間において財務活動の結果支出した資金は60百万円となりました。これは長期借入

金の返済及び長期預り保証金の返還が各々30百万円であります。 

  

（4）事業上及び財政上の対処すべき課題 

当第2四半期連結会計期間において、当連結会社上の事業上及び財政上の対処すべき課題に重要な変更及

び新たに生じた課題はありません。  

  

（5）研究開発活動 

該当事項はありません。 

  

  

４ 【財政状態及び経営成績の分析】
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(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

当第２四半期連結会計期間(自 平成21年 5月 1日 至 平成21年 7月31日)及び 
当第２四半期連結累計期間(自 平成21年 2月 1日 至 平成21年 7月31日) 

      当社グループは、映画全般(テレビ映画)に係る制作のための事業を営んでおり販売市場等 
   の類似性から判断して、事業の種類別セグメント情報は記載しておりません。 

  

【所在地別セグメント情報】 

当第２四半期連結会計期間(自 平成21年 5月 1日 至 平成21年 7月31日)及び 
当第２四半期連結累計期間(自 平成21年 2月 1日 至 平成21年 7月31日) 

      本国以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店は存在しておりませんので、該 
   当事項はありません。 
  

【海外売上高】 

当第２四半期連結会計期間(自 平成21年 5月 1日 至 平成21年 7月31日)及び 
当第２四半期連結累計期間(自 平成21年 2月 1日 至 平成21年 7月31日) 

     海外売上高は、連結売上高の10％未満であるため記載を省略しております。 
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(１株当たり情報) 

１ １株当たり純資産額 

  

 
  

２ １株当たり四半期純利益及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 

  

 
(注)1.潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式がないため記載しておりません。 

  2.1株当たり四半期純利益及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益の算定上の基礎 

 
  

  

  
  

  

(重要な後発事象) 

該当事項はありません。 

  

当第２四半期連結会計期間末 
(平成21年 7月31日)

前連結会計年度末 
(平成21年 1月31日)

  

 203.60円 202.60円

           当第2四半期連結累計期間 
     (自 平成21年 2月 1日 至 平成21年 7月31日)

           当第2四半期連結会計期間 
     (自 平成21年 5月 1日至 平成21年 7月31日)

１株当たり四半期純利益 2.87円 １株当たり四半期純利益 0.57円

潜在株式調整後１株当たり 
四半期純利益 

―
潜在株式調整後１株当たり
四半期純利益 

―

項目
当第２四半期連結累計期間
(自 平成21年 2月 1日  
 至 平成21年 7月31日)

当第2四半期連結会計期間
(自 平成21年 5月 1日  
 至 平成21年 7月31日)

四半期連結損益計算書上の四半期純利益(千円) 33,820 6,677 

普通株式に係る四半期純利益(千円) 33,820 6,677 

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式の期中平均株式数(株) 11,772,402 11,767,124 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株
当たり四半期純利益の算定に含まれなかった潜在
株式について前連結会計年度末から重要な変動が
ある場合の概要 

― ―
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該当事項はありません。 

  

２【その他】
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平成21年9月11日

国際放映株式会社 

取締役会 御中 

  
 

  
 

  
 

  
 

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている国

際放映株式会社の平成21年 2月 1日から平成22年 1月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間

(平成21年 5月 1日から平成21年 7月31日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成21年 2月  1日から平成

21年 7月31日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書

及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作

成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明するこ

とにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビ

ューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公

正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行

われた。 

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公

正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、国際放映株式会社及び連結子会社の平成21

年 7月31日現在の財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の

経営成績並びに第２四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる

事項がすべての重要な点において認められなかった。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 

  

 
  

独立監査人の四半期レビュー報告書

和泉監査法人

代表社員 
業務執行社員

公認会計士  松  藤  雅  明  印 

代表社員 
業務執行社員

公認会計士  川  尻  慶  夫  印 

(注) １ 上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期

報告書提出会社)が別途保管しております。 

２ 四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。 



 
  

【表紙】  

【提出書類】 確認書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の８第１項 

【提出先】 関東財務局長 

【提出日】 平成21年9月14日 

【会社名】 国際放映株式会社 

【英訳名】 INTERNATIONAL TELEVISION FILMS,INC 

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長 藤 原 正 道 

【最高財務責任者の役職氏名】 該当事項はありません。 

【本店の所在の場所】 東京都世田谷区砧五丁目７番１号 

【縦覧に供する場所】 株式会社ジャスダック証券取引所 

  (東京都中央区日本橋茅場町一丁目５番８号) 

  

  



当社代表取締役社長 藤原正道は、当社の第72期第2四半期(自 平成21年5月1日 至 平成21年 7月

31日)の四半期報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認いたしま

した。 

  

確認に当たり、特記すべき事項はありません。 

  

１ 【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

２ 【特記事項】


	第２四半期報告書
	表紙
	中扉
	目次
	扉
	第一部　【企業情報】
	第１　【企業の概況】
	１　【主要な経営指標等の推移】
	２　【事業の内容】
	３　【関係会社の状況】
	４　【従業員の状況】

	第２　【事業の状況】
	１　【生産、受注及び販売の状況】
	２　【事業等のリスク】
	３　【経営上の重要な契約等】
	４　【財政状態及び経営成績の分析】

	第３　【設備の状況】
	第４　【提出会社の状況】
	１　【株式等の状況】
	２　【株価の推移】
	３　【役員の状況】

	第５　【経理の状況】
	１　【四半期連結財務諸表】
	２　【その他】


	第二部　【提出会社の保証会社等の情報】
	四半期レビュー報告書
	確認書




